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全体考察：平成２１年の自立支援法の抜本的見直し（改正）が大きなテーマになっていた。法改正で利用者の費用負担の緩和措置や事業者向けの緩和措置など、今年からの措置として変わっていくものもあり、その事を利用者に伝えていく事が相談支援専門員の役割であり、サービスと利用者の潤滑油にならなければならないと感じた。まずは「相談支援事業所」として関係機関に周知され、信頼される事業所にならなければならない。１事業者として事業展開をしているが、その１事業所の「個」の部分を、全精社協を通じて国や法律を変えていかなければならない。そのためには、今いる自分のフィールドをよく理解し、利用者の声と事業者としての立場をよく考え、それを声に出していかなければならない。「大人しい全精社協」という言われ方をしているようだが、もっと大きな視点をもつ事、そして発信していく事も必要だと感じた。障害程度区分と報酬部分との関係について、各団体からの働きかけがあるが、まだ全精社協として「福祉モデル」の障害程度区分を模索中である事などから協会自体の動きは鈍い。また、法改正で相談支援に求められるものが増えてくる中で、大きなものを動かすため機関であり、権利擁護というその視点を忘れずに活動していきたいと思う。

基調講演「障害者自立支援法３年後の見直し並びに今後の具体的な方向性について」

　　（社福）全国精神障害者社会復帰施設協会　　会長　高野　修次

○移行状況

H21年４月の自立支援法の見直しが迫っている。国として法の大枠は変える事はなく、法の中身を変える事に取り組んでいる。H20年７月から通所系事業所の報酬単価を４％引き上げる事としている。４月から単価をあげようとしていたが間に合わず、緊急措置として今年７月から行う事となった。

課題は、居住系施設の新体系移行をどう見直すか？であり現在のところ新体系に移行した居住施設は２割程度ある。精神障害者社会復帰施設は他障害の移行と比べて高い水準にある。移行は殆ど日中活動系への移行が主で居住、就労施設はまだ少ない水準である。

○各地の動き

国は障害者を自立支援法の中で就労させる動きにしている。これは障害があっても納税者にさせるつもりである。精神障害をもった方は地域生活があり、そして就労がある。就労系施設は安定的に運営できる単価だが利用者が安定して通所できない。利用率の向上・支払いの問題があるのが安定した通所にならない原因である。自立支援法プロジェクトチームの国会議員は月払いにしたい思いがあるようだが、日払いから月払いにするためには慎重に進めなければならない。利用率の水準を考える必要がある。

全国の動きとして、就労系施設は事業収入が増えている。補助金に頼らず、事業収益などを向上させようとがんばっている。利用者の不利になる事がないように、トータルにみなければならない。しかし、収益をあげようとしてもマンパワーが足りない事もあげられている。利用者がこなくなったとき施設が考えていく事が始まる。居住系への移行が進まないのは、２年という期限があるものについてどう確保していくのか、また利用率向上をどう考えるか、退院促進や短期宿泊機能をつけて定員を確保する事も必要である。

県では、知的障害の重度は介護（重度包括）、精神障害もしくは軽・中度の知的障害者は訓練の必要がある。自立訓練の生活訓練のセレクトは適当だと思う。精神障害者の施設・更正施設は移行していない。

○退院促進・就労系事業

退院促進はアンケートで退院したい人（１～２年間）は全国で２万人をきる。退院促進利用者の６割は、３ヶ月以内に再入院している。退院促進の事は病院全部で考えていく事が必要である。活動支援センター・相談支援などは、統合補助金と交付税をもらっている。全国的に相談支援事業所は、業務量が多く、サービス計画の業務を行う件数が少ない。就業・生活支援センターは、就職者などのノルマが厳しい。一般の会社で障害者を雇い、一般人をリストラする事で人件費をかけない方法をとっているところもある。

○障害程度区分

現在の障害程度区分に６８項目をプラスしようとしている。報酬単価の見直しにむけ　H21年もしくはH24年の見直しにしていきたいようだ。また、程度区分の調査で、「４８時間の実態調査」があげられているようだが、実際は無理だろう。障害程度区分判定はSIS（米国の知的障害者能力評価表）を改訂したものを知的障害者会は国に提出した。精神障害者にはこの区分判定は合わず、例えば、作話と妄想は区別しているが、知的はいっしょに捉えている。日精協は２軸評価であり、X軸、Y軸プラスQOL部分で評価していて医療モデルの区分判定である。福祉モデルを国は全精社協に依頼してきている。地域生活支援モデルは、ケアマネで示す支援計画に反映される区分判定でやらなければならない。

考察：現在の国と全精社協の関わりが分かった。どの障害分野、医療、福祉分野も平成２１年度の改正に向けて動いている。３障害が統合されたがやはり身体、知的、精神などの各専門があり、それらを統合し、より良いものを作っていけるように働きかけていかなければいけない。

行政説明「障害福祉施策の現状と課題」

　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

　　障害福祉課長　蒲原　基道

障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置

　利用者負担の見直し（２０年７月）

　○障害者

　→低所得１及び２（非課税世帯）の障害者の居宅・通所サービスに係る負担上限額を更に変更。

　　１月あたりの負担上限額

　　　・低所得１　３，７５０円　→１，５００円

　　　・低所得２　６，１５０円　→３，０００円

　　　　（通所サービスは３，７５０円→１，５００円）

　世帯範囲の見直し（２０年７月）

　→成人の障害者について、障害福祉サービスの負担上限額を算定する際の所得段階区分を「個人単位」を基本として見直し、本人と配偶者のみを勘案する事とする。

　○障害児

　現行では年収６００万円程度までが対象だったが

　見直しで年収８００万円程度（障害児を抱える世帯の８割以上が軽減措置の対象になる）

　緊急的な改善措置

　「特別対策」による従前収入の９割保障に加えて

　①通所サービスに係る単価の引き上げ

　　通所サービスの「利用率」を見直すことにより、単価を４％引き上げ。

　②定員を超えた受け入れの更なる弾力化

　　通所サービスの受け入れ可能人数について

　　・１日当たりで定員の１２０％まで　→１５０％まで

　　・過去３ヶ月平均で定員の１１０％まで　→１２５％まで

　③入所サービスにおける入院・外泊時の支援の拡充

　　入所サービスの利用者が入院・外泊した際、一定の支援を実施した場合に障害福祉サービス費用を支払う措置について更に拡充。

　基金の使途や事業の実施基準の見直し

　「特別対策」により各都道府県に造成された基金の使途や事業の実施基準を見直すことにより、以下の支援を実施。

　①就労支援を行う事業者への支援

　　一般就労への移行等を促進するため、就労継続支援事業者等が、企業等での作業を通じた支援を行った場合に助成。

　②重度障害者への対応

　　○ケアホームにおける対応（区分６で３万円の助成）

　　　ケアホームに重度障害者を受け入れた場合に助成。併せて、ケアホームにおいて特例的にホームヘルプを利用できる者の範囲を拡大。（スポットでホームヘルプを入れたい。区分４～６の人が対象）

　　　重度訪問介護における

　　○重度訪問介護における対応

　　　現行基金事業（在宅重度障害者地域生活支援基盤整備事業）において、ホームヘルパーの資質の向上や求人広告に要する費用等も助成対象となることを明確化。

　③児童デイサービス事業への支援

　　　就学前児童の受入が少ない児童デイサービス事業所が、職員を加配した上で個別支援に取り組む場合に助成。

　④相談支援事業の拡充

　　　社会福祉法人等が、障害者等に対する障害福祉サービスについての説明会・相談会や障害福祉サービスを利用していない障害者等の自宅訪問などの事業を行った場合に助成。

　⑤地域における施設の拠点機能に着目した事業者への支援

　　　障害者に対する地域住民の理解や支援力を高めるなど、施設の拠点機能を高めるための活動に助成。

　⑥諸物価高騰等への対応

　　　諸物価高騰によるコストの増加分や事務処理コストの増加分について、事業者に対し助成。

　⑦諸規模作業所の移行促進

　　　新体系への移行を促進するなど、小規模作業所への支援。

　⑧視覚障害者移動支援従事者の資質の確保のための実施する研修等に助成。

　相談支援の実施状況について

　【市町村相談支援体制】

１　障害者相談支援事業の実施方法

	市町村直営
	指定相談支援事業者に委託
	市町村直営＋委託

	２５％
	５８％
	１７％


　２　市町村相談支援機能強化事業の実施状況

	実施済
	H19年度中に実施予定
	未実施

	３５％
	８％
	５７％


　３　居住サポート事業の実施状況

	実施済
	H19年度中に実施予定
	未実施

	１２％
	６％
	８２％


【都道府県相談支援体制整備】

　１　都道府県相談支援体制整備事業の実施状況

	実施済
	
	未実施

	
	
	都道府県直営
	指定相談支援事業者に委託
	

	５７％
	１３％
	４４％
	４３％


　【地域自立支援協議会】

　１　地域自立支援協議会の設置状況

	設置済
	未　設　置

	
	H19年度中に設置予定
	H19年度中に設置予定なし

	５０％
	２９％
	２１％


　【都道府県自立支援協議会】

　１　都道府県自立支援協議会の設置状況

	設置済
	平成１９年度中に設置予定

	７０％
	３０％


相談支援事業の現状及び課題について

	項目
	現状
	課題

	相談支援体制
	・相談支援体制が不十分

（障害者等に情報が周知されていない）
	・説明会の開催や自宅訪問などによるきめ細かな相談支援の実施

・相談支援マニュアルの作成

	自立支援協議会


	・未設置市町村が多い

・運営方法がイメージしにくいとの声があり、運営の形骸化が懸念
	・地域自立支援協議会の法令上の位置づけの明確化

・地域自立支援協議会設置・運営マニュアルの作成

	サービス利用計画作成費


	・理解不足、対象者限定などにより、サービス利用計画作成費の活用が不十分
	・サービス利用計画作成費の支給対象者の明確化、拡大（制度的に拡大する）

	権利擁護


	・虐待防止、権利侵害防止の支援体制が不十分（成年後見できる人の義務と報酬は？）
	・虐待防止、権利侵害防止のための制度的な整備

・児童、高齢者は虐待防止法があるが障害者はない


相談支援事業を巡る最近の動き

１　与党PT（プロジェクトチーム）の報告書を受けた緊急措置

　事業者の経営基盤の強化

　　特別対策により、各都道府県に造成された基金の使途や事業の実施基準を見直すことにより、就労継続、重度障害者への対応、児童デイサービス、相談支援等の事業、諸物価の高騰への対応について支援措置

　基金事業として「相談支援充実・強化事業」を追加（H20年度）

　　都道府県、市町村（指定相談支援事業者である社会福祉法人へ委託可）が、次の事業を実施した場合に当該事業に要する経費を助成（１市町村あたり１７０万円以内）

　　①障害者等に対する障害福祉施策に係る説明会・相談会の開催

　　②自宅にひきこもり障害福祉サービスにつながっておらず、障害福祉施策に関する情報が行き届いてない障害者等に対する家庭訪問

　　③その他障害福祉施策についてきめ細かく周知する事、相談支援の充実・強化を図るための事業

２　サービス利用計画作成費の支給対象者の明確化

　現行　　サービス利用計画作成費の支給対象者（省令上の規定）

1 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者

2 単身世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、自ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難である者

3 重度障害者等包括支援に係る支給決定をうけることができる者

　これから　通知により、支給対象者の範囲を明確化（平成２０年１月３１日）

　　　　　①「障害者支援施設からの退所等」

　　　　　　→障害者支援施設からの退所のほか、共同生活介護又は共同生活援助からの退去、精神科病院からの退院など地域生活への移行にあたり住環境や生活環境が大きく変わる場合、家族の入院や死亡または弟妹の出生等による家庭環境の変化やライフステージの変化(乳幼児期から学齢期への移行や学齢期から就労への移行等)により生活環境が大きく変わる場合

　　　　　②「家族等の障害、疾病等」

　　　　　　→家族等の障害、疾病のほか、家族が高齢（要介護状態等）である場合、家族による放置、無理解、無関心等により家族等による援助を受けることが困難である場合。

障害者の「働く場」に対する発注促進税制の創設

　障害者の「働く場」に対する発注額を前年度より増加させた企業について、企業が有する減価償却資産の割増償却を認める（法人税等の軽減）

　税制優遇対象者　　青色申告者である全ての法人又は個人事業主が対象。

　適用期間　５年間の時限措置

　割増償却額　割増しして償却される限度額は前年度からの発注増加額

　対象となる発注先　　就労系事業所、活動支援センター、特例子会社、重度障害者多数雇用事業所

　減価償却資産　　１年以上の長期保有資産で取得価格２０万円以上のもの

考察：厚労省の説明の中では今までで一番の分かりやすかった。担当が、相談支援、地域生活支援事業の担当課長であり、質疑応答をみていても歯切れが良かった。２０年７月の通知、２１年の改正があり、まだまだこれから自立支援法は中身が変化をしていくだろう。自立支援法開始当初から、国、県、市町村との連携の悪さがあり、全国でも同じようだった。法改正でも国からの情報が県、市町村に流れてこない、という実情があり、情報を正確にとる必要性があると感じた。

第３分科会　地域生活支援事業

コメンテーター

　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部　企画課　地域生活支援室長補佐　関口　彰

話題提供者

　医療法人社団　ウエノ診療所　京都市北部精神障害者地域生活支援センター「らしく」

　　精神保健福祉士　宮崎　彰造

　社会福祉法人　京都光彩の会　京都市中部精神障害者地域生活支援センター「なごやかサロン」

　　施設長　藤井　弘

「らしく」のとりくみ

　病院の考える「退院」と地域の考える「退院」は概念の違いがある

　病院は何かできなければいけない、地域は支える事が必要

　大きなケアマネと小さなケアマネが退院促進には必要。

　支援方法の区分

1 統合的ケア・チームによる支援対象者（法人内でのチームによる重症者への支援）

2 連携チームによる支援対象者　(一般的ケアマネの手法によるもの)

3 ケースワーク（６割を占める）

　

　統合的ケアシステム

1 センタースタッフとDCスタッフでつくったチーム支援

2 訪問支援

3 情報の共有化

4 DC、短期入所の有効利用

　地活Ⅰ型　当事者の自主的な交流の場としてのサロンを運営

　サービス利用計画作成費　京都市から、１センターあたり４５件の目標値

　「なごやかサロン」

　退院促進事業

　　自立支援員３名で計１４名の方を支援（協力病院は１３病院）

　　平均年齢５０才　平均入院年数６．５年　

　　単身生活５３％、GH３７％

センターは地域の拠点機能になる。そして、障害者も住みよい「まちづくり」として業務に取り組んでいく事が必要。そのためには自己完結ではなく、「巻き込んだ」展開が必要である。

　考察：京都の２つのセンターについて話題提供があり、それぞれ独特の取り組みがあった。退院促進事業は、どこのセンターでも行っているようで、１センターで取り組んではいるが、１センターだけで抱えるのではなく、各圏域の問題として自立支援協議会や社会復帰支援協議会など、それぞれに会を立ち上げとりくんでいるようだった。また、病院と自立支援員との関係が上手くいっているところ、関係が悪いところなど、それぞれで特色があるようだ。話題提供に「退院の概念の違い」があった。医療現場と地域生活支援では差があるだろう、退院促進をするためには、その概念の違いを理解し、そのうえで、いかに地域で安定して暮らしていけるようにするかは、自立支援員の腕の見せ所ではないだろうか。その他に問題にあがっていたのは、市町村との契約外に住む利用者、または県を超えた利用者の受入はどうするのか、という問題もあったが、どこの地域でも課題であった。






































































